
○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱

制定 平成２３年 ４月 １日

改正 令和５年 ４月 ３日

第 1 条～第 11 条 (略)

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

（１）～（６） (略)

(７)「構造設計一級建築士」とは、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）

第１０条の３第３項の規定により国土交通大臣から構造設計一級建築

士証の交付を受けた建築士をいう。

（８）～（36） (略)

（37）「かわらぶき技能士」とは職業能力開発促進法に基づき実施される技

能検定試験に合格し、厚生労働大臣もしくは都道県知事により証される

一級かわらぶき技能士、その他のかわらぶき技能士をいう。

（38）「瓦屋根工事技士」とは、一般社団法人全日本瓦工事業連盟の実施す

る瓦屋根工事技士試験に合格し、認定された者をいう。

（39）「瓦屋根診断技士」とは、「瓦屋根工事技士」及び「かわらぶき技能士」

の資格を有し、一般社団法人全日本瓦工事業連盟の実施する瓦屋根診断

技士講習会を受講し、認定された者をいう。

（40）「瓦屋根診断費補助事業」とは、住宅の瓦屋根診断に要する費用の一

部を当該住宅の所有者に対して市町村が補助する事業をいう。

高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱

制定 平成２３年 ４月 １日

最終改正 令和４年 ３月２５日

第 1 条～第 11 条 (略)

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

（１）～（６） (略)

(７)「構造設計一級建築士」とは、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）

第１０条の２の２第３項の規定により国土交通大臣から構造設計一級

建築士証の交付を受けた建築士をいう。

（８）～（36） (略)

(新設)

(新設)

(新設)

(新設)
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（41）「瓦屋根改修費補助事業」とは、住宅の瓦屋根が地震や強風に対して

安全な構造となるよう改修する工事に要する費用の一部を当該住宅の所

有者に対して市町村が補助する事業をいう。

（補助目的及び補助対象経費等）

第３条 県は、南海トラフ地震に備え、県民の安全及び市街地の防災安全性を

確保するため、既存住宅又は建築物を対象に市町村が行う木造住宅耐震化

促進事業、非木造住宅耐震化促進事業、コンクリートブロック塀安全対策

事業、老朽住宅等除却事業、空き家活用促進事業、住宅耐震対策市町村緊

急支援事業、木造住宅段階的耐震改修支援事業、非木造住宅段階的耐震改

修支援事業、空き家対策市町村緊急支援事業、空き家活用費補助事業、が

け地近接等危険住宅移転事業、住宅等土砂災害対策促進事業、家具等安全

対策支援事業、空き家活用シェアオフィス等整備支援事業、瓦屋根診断費

補助事業及び瓦屋根改修費補助事業について、予算の範囲内で補助金を交

付する。

２ 前項に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）の補助対象

経費、補助要件、補助率及び補助限度額は、木造住宅耐震化促進事業につ

いては別表第１に、非木造住宅耐震化促進事業については別表第２に、木

造住宅段階的耐震改修支援事業については別表第３－１に、非木造住宅段

階的耐震改修支援事業については別表３－２に、コンクリートブロック塀

安全対策事業については別表第５に、老朽住宅等除却事業については別表

第６に、空き家活用促進事業については別表第７に、住宅耐震対策市町村

緊急支援事業については別表第８に、空き家対策市町村緊急支援事業につ

いては別表第９に、空き家活用費補助事業については別表第１０に、がけ

地近接等危険住宅移転事業については別表第１１に、住宅等土砂災害対策

促進事業については別表第１２に、家具等安全対策支援事業については別

(新設)

（補助目的及び補助対象経費等）

第３条 県は、南海トラフ地震に備え、県民の安全及び市街地の防災安全性を

確保するため、既存住宅又は建築物を対象に市町村が行う木造住宅耐震化促

進事業、非木造住宅耐震化促進事業、コンクリートブロック塀安全対策事業、

老朽住宅等除却事業、空き家活用促進事業、住宅耐震対策市町村緊急支援事

業、木造住宅段階的耐震改修支援事業、非木造住宅段階的耐震改修支援事業、

空き家対策市町村緊急支援事業、空き家活用費補助事業、がけ地近接等危

険住宅移転事業、住宅等土砂災害対策促進事業、家具等安全対策支援事業、

及び空き家活用シェアオフィス等整備支援事業について、予算の範囲内で補

助金を交付する。

２ 前項に規定する補助対象事業（以下「補助事業」という。）の補助対象経

費、補助要件、補助率及び補助限度額は、木造住宅耐震化促進事業については

別表第１に、非木造住宅耐震化促進事業については別表第２に、木造住宅段階

的耐震改修支援事業については別表第３－１に、非木造住宅段階的耐震改修支

援事業については別表３－２に、コンクリートブロック塀安全対策事業につい

ては別表第５に、老朽住宅等除却事業については別表第６に、空き家活用促進

事業については別表第７に、住宅耐震対策市町村緊急支援事業については別表

第８に、空き家対策市町村緊急支援事業については別表第９に、空き家活用費

補助事業については別表第１０に、がけ地近接等危険住宅移転事業については

別表第１１に、住宅等土砂災害対策促進事業については別表第１２に、家具等

安全対策支援事業については別表第１３に、空き家活用シェアオフィス等整備
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表第１３に、空き家活用シェアオフィス等整備支援事業については別表第

１４に、瓦屋根診断費補助事業及び瓦屋根改修費補助事業については別表

第１５に定めるとおりとする。

第４条 ～ 第 10 条 (略)

（補助金の交付）

第 11 条 補助金は、前条の規定により交付すべき額の確定を行った後に交付

するものとする。

２ 知事は、第９条第２項の年度終了報告書を受理した場合において、当該報

告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定内容及びこれに付した条

件に適合すると認めたときは、当該実施結果に応じて補助金を交付するもの

とする。

３ 削除

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

支援事業については別表第１４に定めるとおりとする。

第４条 ～ 第 10 条 (略)

（補助金の交付）

第 11 条 補助金は、前条の規定により交付すべき額の確定を行った後に交付

するものとする。ただし、知事が補助金の交付の目的を達成するために必要

があると認めたときは、概算払をすることができる。

２ 知事は、第９条第２項の年度終了報告書を受理した場合において、当該報

告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付決定内容及びこれに付した条

件に適合すると認めたときは、当該実施結果に応じて補助金を交付するもの

とする。

３ 補助事業者は、第１項ただし書の規定に基づき補助金の概算払を請求をし

ようとするときは、別記第８号様式による概算払請求書を知事に提出しなけ

ればならない。

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）
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附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

附則 この要綱は、令和５年４月３日から施行する。

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 （略）

附則 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。

（新設）
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新 旧

別表第１～別表第１１（略）

別表第１２

別表第１３、別表第１４（略）

別表第１～別表第１１（略）

別表第１２

別表第１３、別表第１４（略）

別表第１２ （第３条関係）

補助事業名 住宅等土砂災害対策促進事業

補助事業者 市町村

　危険住宅等を土石流、急傾斜地の崩壊又は地滑りにより想定される
　衝撃に対して一定の耐力を有する、外壁の改修や塀等の設置工事に
　要する経費の23％

限度額

772,800円／戸

次に掲げる事項の全てに該当するもの

①一級建築士又は二級建築士が土砂災害対策を計画したものであること
②建築基準法施行令第80条の3の規定に適合する構造となること

４分の１以内

補助金の額に1,000円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる。

補助対象経費

補助要件

補助率

別表第１２ （第３条関係）

補助事業名 住宅等土砂災害対策促進事業

補助事業者 市町村

　危険住宅等を土石流、急傾斜地の崩壊又は地滑りにより想定される
　衝撃に対して一定の耐力を有する、外壁の改修や塀等の設置工事に
　要する経費

限度額

772,800円／戸又は工事費23％を乗じて得た額のいずれか低い額

次に掲げる事項の全てに該当するもの

①一級建築士又は二級建築士が土砂災害対策を計画したものであること
②建築基準法施行令第80条の3の規定に適合する構造となること

４分の１以内

補助金の額に1,000円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる。

補助対象経費

補助要件

補助率
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別表第１５

点検表１～２（略）

別表第１５

（新設）

点検表１～２（略）

別表第15（第２条関係）

補助事業名 瓦屋根診断費補助事業

補助事業者

住宅の所有者が瓦屋根工事技士等（（注
１）をいう、以下同じ）に依頼して行う
当該住宅（（注２）をいう、以下同じ）
の瓦屋根（（注３）をいう、以下同じ）
の耐震・耐風診断、及び改修工事の概算
見積作成に要する経費の３分の２

瓦屋根改修費補助事業

市町村

住宅の所有者等が行う当該住宅の瓦屋根の改修
工事に要する経費の23％

552,000円/棟　
又は

5,520円に屋根面積(m2)を乗じた額
のいずれか低い額

改修の結果、住宅の屋根が地震や強風に対して
安全な構造となること

（注１）瓦屋根工事技士等とは、かわらぶき技能士、瓦屋根工事技士、瓦屋根診断技士、建築士をいう。

（注２）令和３年12月31日以前に建築された住宅

限度額

21,000円/棟

耐震・耐風性能確保に明らかに寄与しない工事
で費用を分離すべきものは、当該工事を分離し
て算定し補助対象経費から除外する。

次に掲げる事項の全てに該当するもの

高知県耐震改修促進計画に指定された区域に位置する住宅

住宅の所有者が選任した瓦屋根工事技士
等が実施するもの

住宅の所有者が選任した瓦屋根工事技士等が現
場確認を実施するもの

一般財団法人日本建築防災協会他発行
（注４）の「2021年改訂版　瓦屋根標準
設計・施工ガイドライン」に基づく二次
診断(屋根に登って、瓦の各部位の緊結状
況や劣化状況の確認を行うなど、瓦屋根
の耐震・耐風性等確保のため改修の実施
が必要な瓦屋根かどうかを診断)を実施す
るもの

二次診断の結果、令和２年国土交通省告示第
1435号により改正された昭和46年建設省告示第
109号に適合しないおそれのある当該住宅の瓦屋
根の改修に係るもの

補助率
４分の１以内 ４分の１以内

　補助金の額に1,000円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる

（注３）粘土瓦葺き、プレスセメント瓦葺きの屋根。瓦は一般部に用いる桟瓦のほか、軒瓦、袖瓦、のし瓦、丸瓦、
　　　　その他の役瓦を含む。

（注４）発行：一般社団法人全日本瓦工事業連盟、全国陶器瓦工業組合連合会、全国PCがわら組合連合会、一般財団法人日本建築

　　　　防災協会

補助対象経費

補助要件
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測定基準表１～２（略）

測定基準表３

測定基準表１～２（略）

測定基準表３

測定基準表３

②外壁（注） 25

80

外壁の構造が粗悪なもの（注）

変形又は不動沈下が著しく崩壊の危険のあるもの

（備考）一の評定項目につき該当評定内容が２又は３ある場合においては、当該評定項目についての
　　　評点は､該当評定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする｡ 

コンクリートブロック造等の住宅等の老朽度の測定基準

評定区分 評定項目 評定内容 評点
最高
評点

①基礎

耐力壁の基礎がコンクリートブロック造であるもの 10

耐力壁の基礎が一体の鉄筋コンクリート造又はコン
クリートブロック造でないもの

15

基礎が建物の地盤の状況に対応して適当な構造でな
いもの

30

構造耐力上支障のあるひび割れがあるもの、漏水が
あるもの等小修理を要するもの

15

変形又は不動沈下があるもの、さび汁が目立つも
の、コンクリートの剥離があるもの等中規模の修理
を要するもの

20

変形又は不動沈下が大きいもの、鉄筋が露出しさび
があるもの、コンクリートの剥離が多くあるもの等
大修理を要するもの

40

④外壁（注）

外壁の仕上げ材料に浮きがあり剥離の恐れのあるも
の（注） 

15

外壁の仕上げ材料が剥離し危害を生ずるおそれのあ
るもの

25

構造耐力上支障のあるひび割れがあるもの又は防水
材料の劣化、屋上部分の破損等により雨もりのある
もの

10

たわみ若しくは変形があるもの、さび汁が目立つも
の又はコンクリートの剥離があるもの

15

たわみ若しくは変形が大きいもの又は鉄筋が露出し
さびがあるもの

25

3
防火上又は
避難上の構
造の程度

⑥外壁、開
口部等

外壁若しくは屋根の構造又は開口部の防火設備が不
備であるため防火上支障があるもの

15

30
外壁若しくは屋根の構造又は開口部の防火設備が著
しく不備であるため防火上危険があるもの

30

　　合計 点

（注）界壁の構造や仕上げ材の状況は、住宅等の内部に立ち入らないと判定できないため、対象としな
い。 

1
構造一般の
程度

55

2
構造の劣化
又は破壊の
程度

③基礎、
柱、はり又
は耐力壁

100

⑤屋根（た
だし、小屋
組が木造の
場合にあっ
ては、別表
１の測定基
準及び評点
を適用する
ものとす
る。）

測定基準表３

②外壁（注） 25

80

外壁の構造が粗悪なもの（注）

変形又は不動沈下が著しく崩壊の危険のあるもの

（備考）一の評定項目につき該当評定内容が２又は３ある場合においては、当該評定項目についての
　　　評点は､該当評定内容に応ずる各評点のうち最も高い評点とする｡ 

コンクリートブロック造等の住宅等の老朽度の測定基準

評定区分 評定項目 評定内容 評点
最高
評点

①基礎

耐力壁の基礎がコンクリートブロック造でないもの 10

耐力壁の基礎が一体の鉄筋コンクリート造又はコン
クリートブロック造でないもの

15

基礎が建物の地盤の状況に対応して適当な構造でな
いもの

30

構造耐力上支障のあるひび割れがあるもの、漏水が
あるもの等小修理を要するもの

15

変形又は不動沈下があるもの、さび汁が目立つも
の、コンクリートの剥離があるもの等中規模の修理
を要するもの

20

変形又は不動沈下が大きいもの、鉄筋が露出しさび
があるもの、コンクリートの剥離が多くあるもの等
大修理を要するもの

40

④外壁（注）

外壁の仕上げ材料に浮きがあり剥離の恐れのあるも
の（注） 

15

外壁の仕上げ材料が剥離し危害を生ずるおそれのあ
るもの

25

構造耐力上支障のあるひび割れがあるもの又は防水
材料の劣化、屋上部分の破損等により雨もりのある
もの

10

たわみ若しくは変形があるもの、さび汁が目立つも
の又はコンクリートの剥離があるもの

15

たわみ若しくは変形が大きいもの又は鉄筋が露出し
さびがあるもの

25

3
防火上又は
避難上の構
造の程度

⑥外壁、開
口部等

外壁若しくは屋根の構造又は開口部の防火設備が不
備であるため防火上支障があるもの

15

30
外壁若しくは屋根の構造又は開口部の防火設備が著
しく不備であるため防火上危険があるもの

30

　　合計 点

（注）界壁の構造や仕上げ材の状況は、住宅等の内部に立ち入らないと判定できないため、対象としな
い。 

1
構造一般の
程度

55

2
構造の劣化
又は破壊の
程度

③基礎、
柱、はり又
は耐力壁

100

⑤屋根（た
だし、小屋
組が木造の
場合にあっ
ては、別表
１の測定基
準及び評点
を適用する
ものとす
る。）



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

別添 空き家活用リフォーム設計基準（略）

別表 断熱改修設計基準（略）

別記第１号様式

別添 空き家活用リフォーム設計基準（略）

別表 断熱改修設計基準（略）

別記第１号様式
別記第１号様式（第4条関係）

年 月 日

　高 知 県 知 事     　　　　　　　様

 １ 補助事業の目的及び内容

 ２ 交付申請額 金 円

 ３ 添付書類

（ １ ） 事業計画書兼交付申請額内訳書 （別紙１）

（ ２ ） 収支予算書 （別紙２）

第　　　　　　　　　   号

市 町 村 長

高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 申 請 書

高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 第 ４ 条 の 規 定 に よ り 、 令 和 年 度 高 知

県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 の 交 付 を 下 記 の と お り 関 係 書 類 を 添 え て 申 請 し ま す 。

記

別記第１号様式（第4条関係）

年 月 日

　高 知 県 知 事     　　　　　　　様

印

 １ 補助事業の目的及び内容

 ２ 交付申請額 金 円

 ３ 添付書類

（ １ ） 事業計画書兼交付申請額内訳書 （別紙１）

（ ２ ） 収支予算書 （別紙２）

第　　　　　　　　　   号

市 町 村 長

高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 申 請 書

高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 第 ４ 条 の 規 定 に よ り 、 令 和 年 度 高 知

県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 の 交 付 を 下 記 の と お り 関 係 書 類 を 添 え て 申 請 し ま す 。

記



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第２号様式 第２号様式

第２号様式（第５条関係）

第 号　

年 月 日　

　　高 知 県 知 事     　　　　　　　様

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 変更による申請額 金 円

３ 変更の理由

４ 添付書類

（ １ ） 事業計画書兼交付申請額内訳書 （別紙１）

（ ２ ） 収支予算書 （別紙２）

市 町 村 長

補 助 事 業 変 更 承 認 申 請 書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知住宅第 号で交付の決定を受けました高

知県住宅耐震化促進事業費補助金について、高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱第５ 条

第１ 号の規定により 事業の変更を承認くださ いま すよう 下記のと おり関係書類を添え て申請しま す。

記

第２号様式（第５条関係）

第 号　

年 月 日　

　　高 知 県 知 事     　　　　　　　様

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 変更による申請額 金 円

３ 変更の理由

４ 添付書類

（ １ ） 事業計画書兼交付申請額内訳書 （別紙１）

（ ２ ） 収支予算書 （別紙２）

市 町 村 長

補 助 事 業 変 更 承 認 申 請 書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知住宅第 号で交付の決定を受けました高

知県住宅耐震化促進事業費補助金について、高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱第５ 条

第１ 号の規定により 事業の変更を承認くださ いま すよう 下記のと おり関係書類を添え て申請しま す。

記

印



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

別紙１

住宅耐震化促進事業計画書兼交付申請額内訳書

自

至

（単位：円）

補助

率

金額

（交付申請額）

事業量 事業費内訳（ 単位：円）

県補助金

小計

小計

事業主体名
実施予定

期間

事業費
（補助対象金額）

（単位：円）

摘要
内、共同
住宅及び

長屋住宅
（棟）

国庫補助金 市町村費 その他

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業 ①診断事業
戸 棟 棟

 1/4

②設計費補助事業
戸 棟 棟

 3/4

③改修費補助事業
戸 棟 棟

 1/4

 1/2

計

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業 ①診断事業
戸 棟 棟

 1/4

②設計費補助事業
戸 棟 棟

 3/4

③改修費補助事業
戸 棟 棟

 1/4

 1/2

計

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業
戸 棟 棟

 1/4

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業
戸 棟 棟

 1/4

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業
件

 1/4

Ｆ 老朽住宅等除却事業
件

 1/4

Ｇ 空き家活用促進事業
戸 棟 棟

 1/4

こうち健康・省エネ住宅仕様
戸 棟 棟

 1/4

計

新 旧

第１号様式及び第２号様式 別紙１ 第１号様式及び第２号様式 別紙１

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

① 戸別訪問

※住宅耐震対策市町村緊急支援事業については、事業内容が分かる資料を添付すること。

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

① 危険住宅の除却

件

② 地区カルテの策定
件

③ 減災に寄与する住み替え等に関する調査
件

④ 出張説明会
件

⑤ その他
件

計  1/4

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業
戸

 1/4

Ｊ 空き家活用費補助事業
戸 棟 棟

 1/3

戸

② 建設又は購入
戸

③ 土地取得
戸

④ 敷地造成
戸

計  1/4

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業
戸

 1/4

Ｍ 家具等安全対策支援事業
戸

 1/4

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業
室

 1/4

O 瓦屋根改修事業 ①診断費補助事業
棟

 1/4

②改修費補助事業
棟

 1/4

計

別紙１

住宅耐震化促進事業計画書兼交付申請額内訳書

自

至

（単位：円）

補助
率

金額
（交付申請額）

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

① 戸別訪問

※住宅耐震対策市町村緊急支援事業については、事業内容が分かる資料を添付すること。

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

① 危険住宅の除却

令和5年3月31日

事業量 事業費内訳（単位：円）

県補助金

小計

小計

事業主体名 市町村
実施予定

期間

事業費
（補助対象金額）

（単位：円）

摘要
内、共同

住宅及び
長屋住宅
（棟）

国庫補助金 市町村費 その他

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業 ①診断事業
戸 棟 棟

 1/4

②設計費補助事業
戸 棟 棟

 3/4

③改修費補助事業
戸 棟 棟

 1/4

 1/2

計

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業 ①診断事業
戸 棟 棟

 1/4

②設計費補助事業
戸 棟 棟

 3/4

③改修費補助事業
戸 棟 棟

 1/4

 1/2

計

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業
戸 棟 棟

 1/4

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業
戸 棟 棟

 1/4

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業
件

 1/4

Ｆ 老朽住宅等除却事業
件

 1/4

Ｇ 空き家活用促進事業
戸 棟 棟

 1/4

こうち健康・省エネ住宅仕様
戸 棟 棟

 1/4

計

件

② 地区カルテの策定
件

③ 減災に寄与する住み替え等に関する調査
件

④ 出張説明会
件

⑤ その他
件

計  1/4

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業
戸

 1/4

Ｊ 空き家活用費補助事業
戸 棟 棟

 1/3

戸

② 建設又は購入
戸

③ 土地取得
戸

④ 敷地造成
戸

計  1/4

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業
戸

 1/4

Ｍ 家具等安全対策支援事業
戸

 1/4

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業
室

 1/4



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第２号様式 別紙２（略）

第３号様式

第３号様式（第５条関係）

第 　号

年 月 　日

　高 知 県 知 事     　　　　　　　様

　

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 補助金交付決定取消申請額 金 円

３ （中止・廃止）の理由

市 町 村 長

補 助 事 業 （中止・廃止） 承 認 申 請 書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知住宅第 号で交付の決定を受けました高知

県住宅耐震化促 進事業費補助金について 、高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱第５ 条

第 ２ 号 の 規 定 に よ り 事 業 の （ 中 止 ・ 廃 止 ） を 承 認 く だ さ い ま す よ う 下 記 の と お り 申 請 し ま す 。

記

第２号様式 別紙２（略）

第３号様式

第３号様式（第５条関係）

第 　号

年 月 　日

　高 知 県 知 事     　　　　　　　様

　印

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 補助金交付決定取消申請額 金 円

３ （中止・廃止）の理由

市 町 村 長

補 助 事 業 （中止・廃止） 承 認 申 請 書

令和 年 月 日付け高知県指令 高知住宅第 号で交付の決定を受けました高知

県住 宅耐震化促進事業費補助金について 、高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 第５ 条

第 ２ 号 の 規 定 に よ り 事 業 の （ 中 止 ・ 廃 止 ） を 承 認 く だ さ い ま す よ う 下 記 の と お り 申 請 し ま す 。

記



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第４号様式 第４号様式
第４号様式（第５条関係）

第 号

年 月 日

　　　高 知 県 知 事  様

１

２

３

Ａ - ① 件 件

Ａ - ② 件 件

Ａ - ③ 件 件

Ｂ - ① 件 件

Ｂ - ② 件 件

Ｂ - ③ 件 件

Ｃ 件 件

Ｄ 件 件

Ｅ 件 件

Ｆ 件 件

Ｇ 件 件

Ｈ ％

Ｉ ％

Ｊ 件 件

Ｋ 件 件

Ｌ 件 件

Ｍ 件 件

Ｎ 件 件

O - ① 件 件

O - ② 件 件

４ 年 月 日

市 町 村 長

高知県住宅耐震化促進事業実施期間延長承認申請書

令 和 年 月 日 付 け 高 知 県 指 令 高 知 住 宅 第 号 で 交 付 の 決 定 を 受 け ま

し た 高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 に つ い て 、 年 度 内 に 完 了 す る こ と が で き

な く な り ま し た の で 、 高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 第 ５ 条 第 ５

号 の 規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 事 業 実 施 期 間 の 延 長 を 申 請 し ま す 。

記

補助事業の名称 高知県住宅耐震化促進事業

年度内の完了が困難となった理由

事業の実施状況

実施 未実施

木造住宅耐震診断事業

木造住宅耐震改修設計費補助事業

木造住宅耐震改修費補助事業

非木造住宅耐震診断費補助事業

非木造住宅耐震改修設計費補助事業

非木造住宅耐震改修費補助事業

木造住宅段階的耐震改修支援事業

非木造住宅段階的耐震改修支援事業

コンクリートブロック塀安全対策事業

老朽住宅等除却事業

空き家活用促進事業

住宅耐震対策市町村緊急支援事業 ―

空き家対策市町村緊急支援事業 ―

空き家活用費補助事業

がけ地近接等危険住宅移転事業

住宅等土砂災害対策促進事業

家具等安全対策支援事業

空き家活用シェアオフィス等整備支援事業

瓦屋根診断費補助事業

瓦屋根改修費補助事業

事業の完了予定年月日

第４号様式（第５条関係）

第 号

年 月 日

　　　高 知 県 知 事  様

印

１

２

３

Ａ - ① 件 戸

Ａ - ② 件 戸

Ａ - ③ 件 戸

Ｂ - ① 件 戸

Ｂ - ② 件 戸

Ｂ - ③ 件 戸

Ｃ 件 戸

Ｄ 件 戸

Ｅ 件 件

Ｆ 件 件

Ｇ 件 戸

Ｈ ％

Ｉ ％

Ｊ 件 戸

Ｋ 件 戸

Ｌ 件 戸

Ｍ 件 戸

Ｎ 件 室

４ 年 月 日

市 町 村 長

高知県住宅耐震化促進事業実施期間延長承認申請書

令 和 年 月 日 付 け 高 知 県 指 令 高 知 住 宅 第 号 で 交 付 の 決 定 を 受 け ま

し た 高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 に つ い て 、 年 度 内 に 完 了 す る こ と が で き

な く な り ま し た の で 、 高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 第 ５ 条 第 ５

号 の 規 定 に よ り 、 下 記 の と お り 事 業 実 施 期 間 の 延 長 を 申 請 し ま す 。

記

補助事業の名称 高知県住宅耐震化促進事業

年度内の完了が困難となった理由

事業の実施状況

実施 未実施

木造住宅耐震診断事業

木造住宅耐震改修設計費補助事業

木造住宅耐震改修費補助事業

非木造住宅耐震診断費補助事業

非木造住宅耐震改修設計費補助事業

非木造住宅耐震改修費補助事業

木造住宅段階的耐震改修支援事業

非木造住宅段階的耐震改修支援事業

コンクリートブロック塀安全対策事業

老朽住宅等除却事業

空き家活用促進事業

住宅耐震対策市町村緊急支援事業 ―

空き家対策市町村緊急支援事業 ―

空き家活用費補助事業

がけ地近接等危険住宅移転事業

住宅等土砂災害対策促進事業

家具等安全対策支援事業

空き家活用シェアオフィス等整備支援事業

事業の完了予定年月日



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第５号様式 第５号様式

第５号様式（第９条関係）

号　

年 月 日　

様

１ 補助金の交付決定額及び精算額

補助金交付決定額 円

補助金出来高額 円

２ 補助事業の実施期間 自 年 月 日

至 年 月 日

３ 補助事業の内訳

別添のとおり（別紙１から別紙12まで）

高知県知事

市 町 村 長

完　了　実　績　報　告　書

年度高知県住宅耐震化促進事業費補助金に係る補助事業が完了しましたので、

高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり

報告します。

記

第５号様式（第９条関係）

号　

年 月 日　

様

印　

１ 補助金の交付決定額及び精算額

補助金交付決定額 円

補助金出来高額 円

２ 補助事業の実施期間 自 年 月 日

至 年 月 日

３ 補助事業の内訳

別添のとおり（別紙１から別紙10まで）

高知県知事

市 町 村 長

完　了　実　績　報　告　書

年度高知県住宅耐震化促進事業費補助金に係る補助事業が完了しましたので、

高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり

報告します。

記



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第５号様式 別紙１

別紙１
高知県住宅耐震化促進事業費精算内訳書

年度 （単位：円）
交付決定額

(Ａ)
精算補助対象金額

(Ｃ)
精算補助金額

(Ｄ)

不用額(Ｅ)
((Ａ)-(Ｃ))

摘要

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

ア 改修-b（特殊型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業 件

件

戸

戸

件

件

Ｍ 家具等安全対策支援事業 戸

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業 室

棟

棟

事業内容
事業量
(Ｂ)

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｆ 老朽住宅等除却事業

Ｇ 空き家活用促進事業

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業

Ｊ 空き家活用費補助事業

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業

Ｏ 瓦屋根改修事業

①診断費補助事業

②改修費補助事業

別紙１
高知県住宅耐震化促進事業費精算内訳書

年度 （単位：円）
交付決定額

(Ａ)
精算補助対象金額

(Ｃ)
精算補助金額

(Ｄ)
不用額(Ｅ)
((Ａ)-(Ｃ))

摘要

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

ア 改修-b（特殊型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業 件

件

戸

戸

件

件

Ｍ 家具等安全対策支援事業 戸

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業 室

事業内容
事業量
(Ｂ)

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｆ 老朽住宅等除却事業

Ｇ 空き家活用促進事業

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業

Ｊ 空き家活用費補助事業

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第５号様式 別紙２（略）

別紙３

第５号様式 別紙２（略）

別紙３
別紙３

Ａ 木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）
(単位：円）

構造種別 事業種別 住宅種別

・木造
・非木造

・ア 改修-a (標準型)
・ア 改修-b (特殊型)

・イ 非現地建替え

・戸建等
(戸建及び併用)

・共同等
(共同及び長屋)

棟
数

戸
数

Ａ 木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

ア 改修-b（特殊型）

イ 非現地建替え

Ｂ 非木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

イ 非現地建替え

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度
事業量

(Ｂ)

予算

(年号,
年)

実施

(年号,
年)

※マンション（共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物であって、延べ面積が1,000㎡以上であり、かつ、地階を

除く階数が３階以上の住宅）は別途算定する。

市町村名
補助限度額
(円/戸）

家屋番号

（件名番号、
相手方等）

事業費
①

対象外

経費
②

精算補助
対象金額

(Ｃ)
(①-②又は

補助限度額)

精算補助

金額
(Ｄ)

別紙３

Ａ 木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）
(単位：円）

構造種別 事業種別 住宅種別

・木造

・非木造

・ア 改修-a (標準型)

・ア 改修-b (特殊型)

・イ 非現地建替え

・戸建等

(戸建及び併用)

・共同等
(共同及び長屋)

棟
数

戸
数

経費の8割又は

100万円以内

(a')

(a')と市町村

が補助する額

との差
(b')

補助率

1/4
(a)

補助率

1/2
(b)

Ａ 木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

ア 改修-b（特殊型）

イ 非現地建替え

Ｂ 非木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

イ 非現地建替え

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度
事業量

(Ｂ)
補助対象事業費 補助金額

予算

(年号,
年)

実施

(年号,
年)

※マンション（共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物であって、延べ面積が1,000㎡以上であり、か

つ、地階を除く階数が３階以上の住宅）は別途算定する。

市町村名
補助限度額

(円/戸）

家屋番号

（件名番号、
相手方等）

事業費

①

対象外

経費
②

精算補助

対象金額

(Ｃ)
(①-②又は

補助限度額)

精算補助

金額
(Ｄ)

摘要



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第５号様式 別紙４～９（略）

別紙 10

別紙 11

別紙10

Ｏ 瓦屋根補助事業 （①診断費補助事業） (単位：円）

実施種別･内容

瓦屋根補助事業
　① 瓦屋根診断費補助事業

Ｏ　瓦屋根補助事業 ①診断費補助事業 計

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度

予算
(年号,年)

実施
(年号,年)

市町村名

県補助

限度額
(単価)

市町村補助

限度額
(単価)

件名（件名番号、相手方等）
棟数
（Ｂ）

事業費
①

対象外

経費
②

精算補助
対象金額

(Ｃ)
(①-②又は

補助限度額)

補助率
③

精算補助

金額
(Ｄ)

摘要

別紙11

Ｏ 瓦屋根補助事業 （②改修費補助事業） (単位：円）

実施種別･内容

瓦屋根補助事業

　② 瓦屋根改修費補助事業

Ｏ　瓦屋根補助事業 ②改修費補助事業 計

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度

予算

(年号,年)

実施

(年号,年)

市町村名

屋根

面積

（㎡）

県補助

限度額

(単価)

市町村補助

限度額

(単価)

件名（件名番号、相手方等）
棟数

（Ｂ）

事業費

①

対象外

経費

②

精算補助

対象金額

(Ｃ)

(①-②又は

補助限度額)

補助率

③

精算補助

金額

(Ｄ)

摘要

第５号様式 別紙４～９（略）

（新設）

（新設）



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第５号様式 別紙 12 第５号様式 別紙 10

別紙12

1　収入の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

県 費 補 助 金

国 庫 補 助 金

市町村費

その他

計

2　支出の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

計

収　支　決　算　書

別紙10

1　収入の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

県 費 補 助 金

国 庫 補 助 金

市町村費

その他

計

2　支出の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

計

収　支　決　算　書



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第６号様式 第６号様式

第６号様式（第９条関係）

号　

年 月 日　

様

１ 年 月 日

２ 補助金の交付決定額及び出来高金額

補助金交付決定額 円

補助金出来高額 円

３

別添のとおり（別紙１から別紙12まで）

高知県知事

市 町 村 長

年度高知県住宅耐震化促進事業年度終了報告書

年度高 知県住宅 耐震化 促進事業 費補助 金に係る 事業の 年度にお ける実 績につい て 、高 知

県住 宅 耐震 化 促進 事 業費 補 助金 交 付要 綱 第９ 条 第２ 項 の規 定 によ り 、下 記 のと お り報 告 し

ます。

記

事業の完了予定年月日

出来高確認書

第６号様式（第９条関係）

号　

年 月 日　

様

印　

１ 年 月 日

２ 補助金の交付決定額及び出来高金額

補助金交付決定額 円

補助金出来高額 円

３

別添のとおり（別紙１から別紙10まで）

高知県知事

市 町 村 長

年度高知県住宅耐震化促進事業年度終了報告書

年度高 知県住宅 耐震化 促進事業 費補助 金に係る 事業の 年度にお け る実 績につい て 、高 知

県住 宅 耐震 化 促進 事 業費 補 助金 交 付要 綱 第９ 条 第２ 項 の規 定 によ り 、下 記 のと お り報 告 し

ます。

記

事業の完了予定年月日

出来高確認書



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第６号様式 別紙１ 第６号様式 別紙１

別紙１
高知県住宅耐震化促進事業費精算内訳書

年度 （単位：円）
交付決定額

(Ａ)
精算補助対象金額

(Ｃ)
精算補助金額

(Ｄ)

繰越額(Ｅ)
((Ａ)-(Ｃ))

摘要

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

ア 改修-b（特殊型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業 件

件

戸

戸

件

件

Ｍ 家具等安全対策支援事業 戸

室

棟

棟

事業内容
事業量
(Ｂ)

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｆ 老朽住宅等除却事業

Ｇ 空き家活用促進事業

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業

Ｊ 空き家活用費補助事業

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業

Ｏ 瓦屋根改修事業

①診断費補助事業

②改修費補助事業

別紙１
高知県住宅耐震化促進事業費精算内訳書

年度 （単位：円）
交付決定額

(Ａ)
精算補助対象金額

(Ｃ)
精算補助金額

(Ｄ)

繰越額(Ｅ)
((Ａ)-(Ｃ))

摘要

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

ア 改修-b（特殊型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

③改修費補助事業 ア 改修-a（標準型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業 件

件

戸

戸

件

件

Ｍ 家具等安全対策支援事業 戸

室

事業内容
事業量
(Ｂ)

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｆ 老朽住宅等除却事業

Ｇ 空き家活用促進事業

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業

Ｊ 空き家活用費補助事業

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第６号様式 別紙２（略）

別紙３

第６号様式 別紙２（略）

別紙３

別紙３

Ａ 木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）
(単位：円）

構造種別 事業種別 住宅種別

・木造

・非木造

・ア 改修-a (標準型)

・ア 改修-b (特殊型)
・イ 非現地建替え

・戸建等
(戸建及び併用)
・共同等
(共同及び長屋)

棟
数

戸
数

Ａ 木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

ア 改修-b（特殊型）

イ 非現地建替え

Ｂ 非木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

イ 非現地建替え

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度
事業量
(Ｂ)

予算
(年号,
年)

実施
(年号,
年)

※マンション（共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物であって、延べ面積が1,000㎡以上であり、かつ、地階を
除く階数が３階以上の住宅）は別途算定する。

市町村名
補助限度額
(円/戸）

家屋番号
（件名番号、
相手方等）

事業費
①

対象外
経費
②

精算補助
対象金額

(Ｃ)
(①-②又は

補助限度額)

精算補助
金額
(Ｄ)

別紙３

Ａ 木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業 （③改修費補助事業）
(単位：円）

構造種別 事業種別 住宅種別

・木造

・非木造

・ア 改修-a (標準型)

・ア 改修-b (特殊型)

・イ 非現地建替え

・戸建等

(戸建及び併用)

・共同等
(共同及び長屋)

棟
数

戸
数

経費の8割又は

100万円以内

(a')

(a')と市町村

が補助する額

との差
(b')

補助率

1/4
(a)

補助率

1/2
(b)

Ａ 木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

ア 改修-b（特殊型）

イ 非現地建替え

Ｂ 非木造住宅耐震改修費補助事業　計

ア 改修-a（標準型）

イ 非現地建替え

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度
事業量

(Ｂ)
補助対象事業費 補助金額

予算

(年号,
年)

実施

(年号,
年)

※マンション（共同住宅のうち耐火建築物又は準耐火建築物であって、延べ面積が1,000㎡以上であり、か

つ、地階を除く階数が３階以上の住宅）は別途算定する。

市町村名
補助限度額

(円/戸）

家屋番号

（件名番号、
相手方等）

事業費

①

対象外

経費
②

精算補助

対象金額

(Ｃ)
(①-②又は

補助限度額)

精算補助

金額
(Ｄ)

摘要



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第６号様式 別紙４～９（略）

別紙１０

別紙１１

第６号様式 別紙４～９（略）

（新設）

（新設）

別紙10

Ｏ 瓦屋根補助事業 （①診断費補助事業） (単位：円）

実施種別･内容

瓦屋根補助事業
　① 瓦屋根診断費補助事業

Ｏ　瓦屋根補助事業 ①診断費補助事業 計

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度

予算
(年号,年)

実施
(年号,年)

市町村名

県補助

限度額
(単価)

市町村補助

限度額
(単価)

件名（件名番号、相手方等）
棟数
（Ｂ）

事業費
①

対象外

経費
②

精算補助
対象金額

(Ｃ)
(①-②又は

補助限度額)

補助率
③

精算補助

金額
(Ｄ)

摘要

別紙11

Ｏ 瓦屋根補助事業 （②改修費補助事業） (単位：円）

実施種別･内容

瓦屋根補助事業

　② 瓦屋根改修費補助事業

Ｏ　瓦屋根補助事業 ②改修費補助事業 計

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

年度

予算

(年号,年)

実施

(年号,年)

市町村名

屋根

面積

（㎡）

県補助

限度額

(単価)

市町村補助

限度額

(単価)

件名（件名番号、相手方等）
棟数

（Ｂ）

事業費

①

対象外

経費

②

精算補助

対象金額

(Ｃ)

(①-②又は

補助限度額)

補助率

③

精算補助

金額

(Ｄ)

摘要



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第６号様式 別紙 12 第６号様式 別紙 10

別紙12

1　収入の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

県 費 補 助 金

国 庫 補 助 金

市町村費

その他

計

2　支出の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

計

収　支　決　算　書

別紙10

1　収入の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

県 費 補 助 金

国 庫 補 助 金

市町村費

その他

計

2　支出の部

区 分 予 算 額 決 算 額 増 減 額 摘 要

計

収　支　決　算　書



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

第７号様式 第７号様式



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

廃止 第８号様式

第８号様式（第10条関係）

号　

年 月 日　

様

印　

１ 年　　　　月　　　　日

2

円

円

円

３

別添のとおり（別紙１から別紙３まで）

高知県知事

市 町 村 長

概　算　払　請　求　書

年 度 高 知 県 住 宅 耐 震 化 促 進 事 業 費 補 助 金 に 係 る 事 業 つ い て 高 知 県 住 宅 耐 震 化

促 進 事 業 費 補 助 金 交 付 要 綱 第 11 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ り 、 概 算 払 を 請 求 し ま す 。

記

事業の完了予定年月日

概算請求金額

　補助金交付決定額

　既交付額

　今回請求額

概算請求確認書



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

廃止 第８号様式 別紙１
別紙１

高知県住宅耐震化促進事業費概算内訳書
年度 （単位：円）

交付決定額
(Ａ)

補助対象金額
(Ｃ)

補助金額

(Ｄ)

不用額(Ｅ)
((Ａ)-(Ｄ))

摘要

戸

戸

ア 改修-a（標準型） 戸

ア 改修-b（特殊型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

ア 改修-a（標準型） 戸

イ 非現地建替え 戸

戸

戸

件

件

戸

戸

戸

件

件

戸

室

事業内容
事業量
(Ｂ)

総事業費

Ａ 木造住宅耐震化促進事業

Ｂ 非木造住宅耐震化促進事業

①診断事業

②設計費補助事業

③改修費補助事業

①診断事業

②設計費補助事業

③改修費補助事業

Ｃ 木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｄ 非木造住宅段階的耐震改修支援事業

Ｅ コンクリートブロック塀安全対策事業

Ｆ 老朽住宅等除却事業

Ｇ 空き家活用促進事業

Ｈ 住宅耐震対策市町村緊急支援事業

Ｉ 空き家対策市町村緊急支援事業

Ｊ 空き家活用費補助事業

Ｋ がけ地近接等危険住宅移転事業

Ｌ 住宅等土砂災害対策促進事業

Ｍ 家具等安全対策支援事業

Ｎ 空き家活用シェアオフィス等整備支援事業



○高知県住宅耐震化促進事業費補助金交付要綱 新旧対照表

新 旧

廃止

廃止

第８号様式 別紙２

第８号様式 別紙３（略）

別紙２

Ｎ　空き家活用シェアオフィス等整備支援事業

年度
(単位：円）

構造種別 改修内容 補助限度額

設計 工事 事業費計

（円／戸）

（注）事業量に合わせて適宜 行を追加してください。

計

事業量

(Ｂ)

年度 年度

予算年度

(年号,年)

実施年度

(年号,年)

予算年度

(年号,年)

実施年度

(年号,年)

Ｎ　空き家活用シェアオフィス等整備支援事業

市町村名 物件名

完成

・

未完

の別①木造

②非木造

①耐震改修

②断熱改修

③その他

棟数 室数
事業費

①

対象外

経費

②

補助
対象金額

(C1)

（①-②）

事業費

①'

対象外

経費

②'

補助
対象金額

(C2)

（①'-②'）

補助

対象金額

(C3)

((C1)+(C2)又は

補助限度額)

補助率

③

補助金額

(D)

((C3)×③)

摘要


